
　

（参考データ）

（問）　県民に負担を求めるより、まずは、職員の給料カットをするべき
　　  ではありませんか？

（答）　本県職員の給与は、県内の民間企業の給与の実態調査の結
     果や、国、他県の職員の給与の実態等を勘案して行われる「人事
     委員会勧告」に沿う形で、毎年見直しがなされ、議会の条例改正
     の議決を経て改定されています。このように県職員の給与は、基
     本的に県内の民間企業の給与水準を十分考慮したものとなるよう
     に制度が作られています。

　 　  一方、県財政は厳しい状況にあり、これに対応するため歳入歳
    出全般にわたり行財政改革を積極的に推進しているところです。
    人件費についても、これまで財政健全化計画に沿って職員給与の
　　２％カット（平成１３年度から平成１５年度まで）を行っており、また
　　最近では職員数の削減（平成１７年から平成２２年までに約１２００
　　人削減）や給与構造改革（給料水準を平均４．８％引き下げ）、各
　　種手当ての見直し等にも取り組み、総額の抑制を図っています。

　　   しかし、今後も厳しい財政状況が見込まれるため、歳入歳出の
　　両面において抜本的な見直しを行うこととしています。

  　　このような様々な見直しを行ってもなお財源不足が生じる場合は、
　 職員給与のカットについても臨時的、一時的な措置として、また最後
   の手段として検討する必要があると考えています。

給与削減措置の状況（平成１９年４月１日現在）

※総務省ＨＰより（Ｈ１９地方公務員給与実態調査）
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